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1　はしがき
　現在，ドイツにおいて会計制度に変化がみられることが指摘されている。この変化とは「企業集団
の会計すなわちコンツェルン会計に関する法律が，国際的な資本市場での資本調達をめぐる競争とい
う圧力の下で，改革をせまられている」という状況において必要とされ，「ドイツの企業が国際的に
有利な資金調達をおこなうとすれぽ，国際的な基準に従ったコンツェルン決算書（連結財務諸表）の
作成が要求されることになる」という方向性を持ったものである1。こうした必要性および方向性に
基づき，ドイツの立法者は資本調達容易化法（Kapitalaufnahmeerleichterngsgesetz）2によりドイツ
企業の二重の会計報告回避による企業負担の軽減をはかろうとしたのである3。
　このようなドイツの状況に鑑み，ドイツにおけるコンツェルソ決算書の作成の変化が製作原価規定
に対してどのような変化をもたらすのか，この点を明確にしておく必要があると考える。そこで，
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Karlheinz　KUtingとHans－J6rg　Harth（以下，　KUting　・　Harthと記す）の2人の共同論文上の見解4
を，その展開に即してみていくことにする。KUting・Harthはその論攻の中で，ドイツ商法典と国際
会計基準（lnternational　Accounting　Standards；以下IASと記す）およびアメリカの一般に認めら
れた会計原則（generally　accepted　accounting　principles；以下US－GAAPと記す）とを，棚卸資産
および自家建設資産（Self－Constructed　Assets）5の製作原価算定における規定を具体的な素材として
取り上げ，比較検討しているのである。その検討を踏まえて，結論としてどのような相違を見出して
いるのか，そこにどのような意味があるのかを見ていくことにする。以上により，その論理に対する
視点の持ち方に関して一考察を試みるものである。
11　製作原価算定の基礎
　製作原価を算定する際，必要となるのは製作原価の概念規定である。概念規定によって，その製作
原価に算入されるべき原価構成要素が理解されるのである。
　Kifting　・　Harthは，ドイツ商法典には比較的広範囲かつ法律形態に無関係な製作原価概念が含まれ
ていると位置付けた上で，IASおよびUS－GAAPにおける製作原価規定を対比させ，次のように述
べている6。すなわち，商法典では第255条第2項第1文において製作原価を「財産対象物の製作，
その拡張，あるいはその原状を超える著しい改良のための，物財の費消および用役の使用によって発
生する出費である」すべての費用が含まれると規定している7。しかし，IASおよびUS－GAAPにお
いてはこのような一般に妥当する製作原価規定は存在せず，また規定されている製作原価は自家建設
資産の規定内容が欠けていることが指摘されている8。
　IASに関する記述は次の通りである9。すなわち，　LAS第16号パラグラフ18で自己製造設備財（se1－
bsterstellten　Anlagegiitern）の製作原価算定は設備財の製作原価算定に当てはまるものと同一の原
則に従って決定されなけれぽならない。さらに，通常の営業過程の枠組みで販売するためにも製造さ
れた財が問題であるときに限って棚卸資産に関するIAS第2号に基づいて当該算定が実施されなけ
れぽならないことが示されている。US－GAAPにおける自家建設資産に関しては，その規範（Nor－
men）がないために，　US－GAAPに基づいても支配的な取得原価主義（Historical　Cost　Principle）
を基礎とすべきことが述べられている10。
　以上，KUting・HarthはIASにもUS－GAAPにも一般に妥当する製作原価規定がないことを問題
視し，棚卸資産の製作原価およびこれを通して自家建設資産の製作原価を検討しているのである。
皿　棚卸資産の製作原価算定の原則
　棚卸資産の製作原価を算定する際，KUting・Harthはドイツ商法典に従うときそこに共通費の算入
選択権があることを示した上で，IASおよびUS－GAAPに従う場合には算入選択権が存在しないこ
とを述べている。すなわち，IAS第2号パラグラフ7およびUS－GAAPの対応する会計研究広報
（Accounting　Research　Bulletin；以下ARBと記す）第43号第4章第3条（statemept　3）によれぽ，
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棚卸資産を貸借対照表に計上するとき，棚卸資産が現在の場所および状態に到る際に発生した全ての
原価を含まなけれぽならないと意味付けられているのである11。当該規定によって，IASおよびUS－
GAAPによる全部原価主義原則の義務付けが示されている。この全部原価主義原則は対応原則
（Matching　Principle）　t／こ基づくことが指摘されており，これにより，原則として発生した費用は「費
用を惹起した給付が実現し，これに対応する収益が把握される期間」に割当計算されなけれぽならな
いことが示されている12。さらにこの原則が販売目的の財産対象物の製作原価に転用され，製作事象
の途中で発生した費用は当該財産対象物が実際に販売される期間内において初めて成果作用的に（er－
gebniswirksam）把握されなけれぽならないことが述べられている13。
　では，棚卸資産の製作原価の算入義務を負う原価構成要素ならびに共通費の給付単位原価計算に関
する検討を，その論理展開に即してみていくことにする。
1．算入義務を負う原価構成要素
　Ktiting　・　Harth　V：よれぽ，　IASおよびUS－GAAPの規範システムにおいて，製作原価に含めるべき
原価構成要素の範囲は一致しているが，その詳細説明の程度（Detaillierungsgrad）1’こ差異が存在す
る14。すなわち，IASの方がUS－GAAPより奥行きの深いことが指摘されているのである。この詳細
説明に関して以下のように検討されている。
（1）　US－GAAP
　US－GAAPにおける棚卸資産の製作原価算入義務を負う原価構成要素を検討する際，
KUting・HarthはARB第43号第4章第3条に従い，算入義務を負うものとして，原則的に製作事象
の途中で発生しこれにより惹起された全ての費用を記している。このとき，製作原価の区分として次
の3つが挙げられている。すなわち，直接材料費（Direct　Material），直接労務費（Direct　Labour）
および製造間接費（Factory　bzw．　Manufacturing　Overhead　Costs）である15。
　US－GAAPに即して検討する際，　US－GAAPに基づく直接費概念が厳密な意味でのドイツの個別費
概念と合致しないことから，商法典に基づく個別費の決定と結び付けられている関連対象の選択に関
する議論は無意味になるという見解が表明されているのである16。
（2）IAS
　KUting・且arthはIASにおける棚卸資産の製作原価算入義務を負う原価構i成要素を検討する際，次
のように製作原価（加工費（Costs　of　Conversion））カミ区分されていることを示している17。すなわ
ち，直接費（個別費），生産共通費（製造間接費（Production　Overheads））およびその他の原価
（Other　Costs）である18。さらに，生産共通費には変動的および固定的という意味での細分化が指摘
されている。この細分化の前提として，IAS第2号パラグラフ10および11に従えぽ，その原価が体
系的に適切であり生産関連的であり製作事象において発生することが挙げられている。固定生産共通
費とは生産に直接的に割当計算できないものであり，さらに当該産出数量（Ausbringungsmenge）
に左右されず比較的一定不変に発生するものと述べられている。これに対して，変動生産共通費はそ
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の発生が直接的もしくはほぼ直接的に当該産出数量に依存するものと意味付けられている。
　以上のようなIASに基づく前提と商法典における共通費算入の前提とに原則的な差異はないとし
て，どちらも不確定の法概念が問題であることが明らかにされている19。また，個別費でも生産共通
費でもない費用は，財産対象物の生産もしくはそこに到る過程において発生し，棚卸資産との因果関
係を有するときにその他の原価として積極側計上可能であり，積極側計上義務を負うことが示されて
いるのである20。
2．共通費の給付単位原価計算
　上述の固定共通費決定に際して，KUting・Harthが問題視しているのは生産設備能力の設備利用率
および無効費用（Leerkosten）である。以下，その論理展開に即してみていくことにする21。
　まず，IAS第2号パラグラフ11に基づく固定共通費決定に際して前提とされるべき生産設備能力
の正常設備利用率（Normalauslastung）カミ言及されている。その際，正常設備利用率は「正常な状
況下および計画的な維持保守に基づいた不備（Ausfalle）を考慮したうえで期間もしくは季節の数で
平均することをもって出てくると期待される生産量（Produktionsvolumen）」とIASに基づいて概
念規定されている22。この規定の目的として，極めてわずかな設備利用率もしくは経営設備の給付を
通じて惹起される費用としての無効費用23の積極側計上阻止が挙げられている。しかしながら，】AS
およびARB第43号第4章第5パラグラフに基づけぽ，無効費用の製作原価算入からの除外は，これ
が生産プロセスと関連しない場合のみと指摘されている。
　上述の不足操業下の無効費用と共に除外を提示されているのは，生産プロセス外で投入された製造
設備によって発生した無効費用である。というのも，生産プロセスと関連しないからである。これに
対して，短期間の操業変動に基づく費用の増加が除去される必要はないとされている。
　不足操業とは対照的に，当該生産水準が正常設備利用率を上回る場合に関しても検討されている。
すなわち，IAS第2号パラグラフ11とARB第43号における規定が合致するという前提の下では，
固定生産原価は実際の生産水準を基礎として算定されなけれぽならないのである。
　このような共通費割当計算に際して正常操業を基礎とする計算方法は，商法上の規定に基づく場合
にも商法典第255条第2項第3文に根拠のある相当性の原則に合致するという理由で，許容可能とみ
なされる点が明らかにされている。
　商法上の規定に従った場合，不足操業下での無効費用処理はIASおよびUS－GAAPに基づく場合
とほぼ合致しており次の些細な点のみに相違があると提示されている。すなわち，特定状況下におい
て，それの分解（Abspaltung）ないしは除去（Eliminierung）が不必要である場合および低価主義
によって財産対象物の過大計上が阻止される場合である。
　さらに，この相違でさえも必ずしもms第2号パラグラフ11に対して違反しているとは言えない
点が強調されている。というのも，実際の設備利用率が正常設備利用率から著しく乖離していない場
合に限り，正常設備利用率に代えて実際のそれを根底に置くことができるからというのである。
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KUting・Harthはこの計算方法を，無効費用除去の放棄と同様に結び付けられるものと位置付けて，
上記の方法に対応させている。とはいえ，上述の「著しい（erheblich）」という概念をどのように解
釈するのかによってそこに相違が生じうる可能性を示唆しているのである。
】V　自家建設資産の製作原価算定に関する原則
　以上，棚卸資産の製作原価算定に関する検討がなされた。この検討を踏まえて，KUting・Harthは
自家建設資産の製作原価算定を次のように吟味している24。
　KOting　Harthによれぽ，自家建設資産の製作原価算定に関しては，取得原価算定に適用するのと
同様の原則に基づくと規定しているIASおよびこの論題を無視しているUS－GAAPのどちらに従っ
ても，当該製作原価は取得原価主義原則に基づいて財産価値を使用可能な状態におくために発生した
全ての費用と把握されなければならないのである。すなわちこの製作原価に，財産価値の製作を通じ
て直接的に引き起こされ，さらに財産価値に直接割当計算可能な原価の全ては算入されなけれぽなら
ない。しかしながら，製造間接費に関する議論の余地が示されている。製造間接費の文献におけるこ
の議論の解決策の糸口（L6sungsansatze）として，次の3つが列挙されている25。
　一　直接原価計算アプローチ：自家建設資産の製作原価に関して製造間接費を加算しない。
　一　全部原価計算アプローチ：棚卸資産の製造間接費と同じ基礎に基づき製造間接費を加算する。
　一機会原価（Opportunity　Cost）アプローチ：発生した時宜に適切な費用（Opportunitat－
　　　skosten）を加算する。つまり，購入（Erwerb）に代えて対象物を自家製造することに決めた
　　　が故に断念された通常の営業活動からの利益が製作原価に算入されなけれぽならない。
　KUting・Harthは，自家建設資産の製作原価の適切な決定に関する文献において上掲のアプローチ
に関して議論が集中しているのは，直接原価計算アプローチおよび全部原価計算アプローチであると
示している。その理由として，機会原価アプローチは例外事例においてのみ適用可能なものとして重
要視されず，さらにこれの適用は当該企業の生産設備が完全に設備利用されている状態下でのみに限
定されるために実務で問題にならない点が明らかにされている。
　議論が集中していると位置付けられた直接原価計算アプローチおよび全部原価計算アプローチが製
作原価算定過程においてどの程度適用されるのかに関して，KUting　・　Harthは次のように述べてい
る。すなわち，取得原価主義原則がどの糸口（Ansatz）に適切に置き換えられるのかということに
著しく左右されるのである。その検討によれぽ，直接原価計算アプローチは固定製造間接費が原則的
に資産の製造に非依存的に発生することを前提としているため，この固定製造間接費の算入は現在の
期間成果の貸方記入（Entlastung）および将来の期間成果の借方記入（Belastung）へ導くことにな
るのである。これとは対照的に，全部原価計算アプローチに関しては，固定製造間接費の無視が資産
の過小評価，従ってまた成果との誤った対応（fehlerhaftes　Matching）を引き起こすことが指摘され
ている。
　この2つのうち，文献上および実務上，実際に普及していると判断されているのは全部原価計算
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アプローチである26。とはいうものの，固定製造間接費の算入の方が比較される財産対象物取得の際
に生じるとみなされる計上価額よりも高くなるという特定状況下においては割当計算が度外視される
ため，全部原価計算アプローチからの離反が不可欠といわれている点にも言及されている。
　以上，Kαting・Harthによる棚卸資産の製作原価算定ならびにそれを通して自家建設資産の製作原
価算定の原則に関する検討を，その論理に即してみてきた。その展開の中で次に取り上げられている
のは，製作原価算定に関する重要な個々の問題である。
V　製作原価算定に関する個々の問題
　前述の棚卸資産算定に関する原則の検討に際して指摘されているように，IASに従ってもUS－
GAAPに従っても全部原価計算が義務付けられている。しかしながら，製作原価算定の際，対象と
なる費用が算入義務を負うのかどうかが問題となる。KUting・Harthはこの問題を詳細に検討するた
めに，以下に示すように個別に取り扱っている。
1．一般管理費
　最初の検討対象は一般管理費である。ここで指摘されているのは，IASに従ってもUS－GAAPに
従っても全部原価主義原則を指向するとはいえ，管理共通費を製作原価に割当計算する際に相違が生
じることである。すなわち，全ての生産関連的原価を製作原価に算入するという中心的思考（Leit－
gedanken）に従えぽ，原則的には当該生産領域に配分される全ての管理共通費が算入義務を負うが，
これに対して製作プロセスと内的意味関連（inneren　Sinnzusammenhang）のない管理共通費は当該
期間の費用として把握されなけれぽならないのである。この点に関しセ，IAS，　US－GAAPおよびド
イツ企業による年度決算書の実施という3つの視角から検討されている27。
　IASによる管理共通費の細分に関しては，　IAS第2号パラグラフ14（c）に基づいて検討されてい
る28。そこでの論点は，次のことに基づいて分析すべきということである。すなわち，全ての管理費
がどの機能領域に割当計算されなけれぽならないのかである。管理費が生産領域に配分されるなら
ぽ，製作原価の構成要素となり算入義務を負う。これに対して，一般管理領域の原価は理論上，多く
の場合には経営の機能による関係付けに従って類別されなけれぽならないことが示されているのであ
る。この類別の例として挙げられているのは，生産領域，マーケティングおよび販売領域ならびに一
般管理領域である。
　KUting　・　Harth　e：よれぽ，　US－GAAPに従ってもまた，原則的に生産領域に配分される一般管理費
の一部分は製作原価への算入義務を負う。すなわち，ARB第43号第4章第5パラグラフ29に従えば，
一般管理費を生産事象と間接的にのみ関連すると位置付けて期間費用（Period　Charges）として取り
扱うことが有意味とみなされるが，しかし，一般管理費の一部分が製作プロセスないしは評価される
べき製品に一義的に（明白に）関係しているならぽ，それは製作原価の構成要素と意味付けられてい
るのである。ここでARB第43号において「明白に（clearly）」の概念が詳細に記載されていないこ
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とを理由として，貸借対照表作成者の解釈により実施される不確定の法概念が問題として強調されて
いるのである。この不確定の法概念により事実上算入選択権が存在すると言及されているが，これは
継続性の原則により制限される点が示されている。
　一般管理費に関して最後に検討されているのは，コンツェルソ会計目的のためにIAS規定もしく
はUS－GAAP規定を適用しているドイツ企業の公表された年度決算書に基づくものである。一般管
理費は期間費用として配分計算されているが，製作原価に算入される原価構成要素が詳細に報告され
るのは例外事例のみであることから，この論題（These）は確定的に（abschliegend）検証不可能な
ものと位置付けられている。’しかしながら，多くの企業が商法規定を遵守した当該年度決算書を作成
しており，商法規定においては一般管理費が商法典第255条第2項において独自に算入可能な製作原
価要素として区別して挙げられていることから，Ktiting　・　Harthは次のように推測している。すなわ
ち，一般管理費も製作原価に算入されていなかったということである。
2．社会的費用（Sozialkosten）
　製作原価算入に関する問題として次に取り上げられているのは，社会的費用，すなわち任意の社会
的給付の費用，社会的施設（soziale　Einrichtung）の費用ならびに経営内老齢年金の費用がどの程度
まで製作原価に算入されるべきかである30。商法典においては「一般管理費ならびに経営の社会的施
設，任意の社会的施設および経営内老齢年金のための出費は，算入される必要がない。」31と規定さ
れているのに対して，IASおよびUS－GAAPにおいては区別して規定されていないことが指摘され
ている。すなわち，LへSおよびUS－GAAPに従えぽ，社会領域の費用は全部原価主義原則に基づい
て原則的に算入が義務付けられているのである。ただし，この社会領域の費用が財産対象物を現在の
状態および場所に到らしめるために惹起された場合に限定されている。この限定に必要な分類
（Zuordnung）を可能にするために，一般管理費の場合と同様に発生した費用を個々の経営の機能領
域に割当てることの必要性が述べられている。ここで問題視されているのは，レクリエーショソ活動
（Freizeitgestaltung）もしくは医療上の備え（medizinische　Vorsorge）のような社会的経営施設の費
用の経営機能への分類である32。他の社会的領域の費用が比較的妥当に実施されているのに対して，
この費用の経営機能への割当計算の客観化した調整（objektivierte　Ausrichtung）は，社会的費用が
製作と無関係もしくはわずかな関係であることからしぽしぽ実施できないと示されている。
Ktiting・Harthによれぽ，社会的経営施設の費用の恣意的な割当（willkUrliche　Aufschltisselung）を
回避するために，一般管理費に関する規定内容と似せて（analog），次のような社会的領域の費用の
みが算入されるべきとみなされているのである。すなわち，明確に評価されるべき製品の生産と関連
して存在する費用である。その際問題とされているのは，使用可能性の考慮および経済性の考慮
（Praktikabilitats－und　WirtschaftlichkeitsUberlegungen）から結果として生じる当該の単純化された
規定（Vereinfachungsregel）カミ，どの程度IAS規定とも一致しているかである。というのも，一般
管理費のそれがこの種の規定内容をはっきりと意図していないとされているからである。
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　Kttting・Harthは実際に20社33の年度決算書を分析し，その結果として次の結論を明らかにしてい
る。すなわち，20社のコンツェルン決算書の中で社会領域の費用に関して特に言及しているのは5
社であり，しかもその操作ないしは処理方法は統一されていないのである34。
3．租税（Steuern）
　製作原価算定に際して問題視されている3番目の原価構成要素は租税である。LAS，　US－GAAPお
よび商法典に基づいて以下のように検討されている35。
　KUting・Harthによれば，　IASに従ってもUS－GAAPに従っても製作原価算定に際する租税の考慮
は明示的に規定されていない。これに関しては，一般的な全部原価主義原則による導出が示されてい
る。IASに関して特に次のように位置付けられている。すなわち，「IASが超国家的な（supranation－
al）規範システムとして作られている（ausgestaltet　sind）ので，これは特殊な租税システムに関連
付けられない。そのために，どのような租税の種類が製作原価に算入させられるのかを当該国家の法
律に基づいて研究しなけれぽならない。」36。
　上述のことを踏まえて，まず商法典に基づく租税の考慮が検討されている。商法典に従えぽ，固定
資産税（Grundsteuer）のような非利益依存的な租税（nicht－gewinnabhangige　Steuern）（財産税
（Substanzsteuem））の全てが製造共通費へ算入可能であると示されている。但し，それが生産に使
用される財産対象物に配分され，さらに製作期間に割当計算されなけれぽならない場合に限られてい
る。これに対して，所得税ないしは法人税および営業収益税（die　Einkommen－bzw．　K6rperschaft－
und　Gewerbeertragsteuer）のような収益依存的な租税には算入禁止を課せられることが明示されて
いる。その理由として「収益税の場合，原則的に物的目標関連的な（sachzielbezogen）費用が問題
にならない」という点と，さらに「発生の原因（Entstehungsursache）が製作原価算定にとって重
要な製造期間に置かれる（nachgelagert）」ことが挙げられている37。この商法上の規定に従って，
IASに基づく場合にも収益税の積極側計上の除外が明確にされている。しかしながら，財産税の領
域では次の相違が指摘されている。すなわち，財産税が製造共通費に算入されることから，IASに
基づけぽ原則的に算入義務を負う原価構成要素に含まれるのに対して，商法典に基づけば製造共通費
が製作原価の1つの選択構成要素にすぎないために財産税には算入選択権が存在するのである。
　アメリカの会計理解（amerikanishes　Rechnungslegungsverstandnis）に従う場合には，生産関連
的全部原価計算により租税は割当に応じた製作原価へ加算することが示されている。租税を生産に使
用される財産対象物に配分しこれを製作期間に割当計算することを前提としたとき，この算入義務を
負うのは財産税のみに限られると述べられている。所得税（Income　Tax）に関しては，商法典に基
づいてもUS－GAAPに基づいても期間原価の構成要素として把握されている。
　租税に関して次に検討されているのが石油税，酒税もしくは煙草税（Mineral61－，　Schaumwein－
oder　Tabaksteuer）のような消費税である。消費税は「長年の実務の適用（langjahriger　Han－
dhabung　der　Praxis）（ドイツにおける行政命令（in　Deutschland；d．　Verf．））に従えぽ」38製造の特
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別費に含まれることが明らかにされている。全ての規定において消費税は直接的か間接的のどちらか
で（平均値に基づいて）製品に割当計算されることから，LへSに従ってもUS－GAAPに従っても，
消費税が算入義務を負うものとして分類されるべきことが述べられている。
　以上の検討を踏まえて，KUting・Harthは次の点に関して確認不可能であると強調している。第一
に調整された年度決算書の附属説明書の記載に基づいて，製造共通費が割り当てられた財産税をも含
むのかを確認できないことである。第二に分析対象である20社のうち石油領域および石油化学領域
（Petrochemie）で活動している3社のみが消費税を課せられ，その際，製作原価に関する説明
（Erltiuterungen）から棚卸資産の積極側計上された製作原価が消極側計上された消費税をも含める
のかに関して結果として出せない点である。後者は，次のように詳しく説明されている。
　その説明によれぽ，石油税法第9条（§9Min6StG）に基づく場合，石油税は石油税法第1条第2
項の意味での（i。S．d．§1Abs．2　Min6StG）石油が製作経営からないしは備蓄管理（Steuerlager）か
ら離されたときに初めて納付されなければならない。このため，製作済みでまだ販売されていない石
油は石油税をまだ負担していないのである。石油税は販売領域に割当計算されなけれぽならないが，
しかし一般的には公然と（offen）売上収入から控除されると示されている。また，製造済みで未だ
課税されていない石油が製作経営の中での消費のために取り出される場合が言及されている。その
際，この取り出し（Entnahme）が租税義務を負わない石油を含有する製品の生産に使用されるなら
ぽ，その石油消費に対する課税が指摘されている39。この状況においては石油税は製作原価に含まれ
るとみなされるが，この状況がどの程度あるのかは外から判断できないと位置付けられている。
4．金融費用（Finanzierungskosten）
　KUting　・　HarthはUS－GAAPに従ってもIASに従っても金融費用が区別して規定されていること
を示している。以下，その論理展開に即してみていくことにする40。
（1）　US－GAAP
　KUting・Harthによれぽ，金融費用を取得ないしは製作の特別費として積極側計上することは，
US－GAAPに従えぽ財務会計基準ステートメント（Statement　of　Financial　Accounting　Standards；
以下SFASと記す）第34号において区別して規定されている。この規定においては財産対象物に関
する取得原価もしくは製作原価に，その財産対象物の取得ないしは製作に関して発生した他人資本利
子（利子費用（Interest　Costs））を加算しなけれぽならないことが示されている。ここで指摘されて
いるのは，適格資産（Qualifying　Assets）41との関係付けである。すなわち，　SFAS第34号第9パラ
グラフによれぽ，他人資本利子の算入に関する義務はいわゆる適格資産のみと関係付けられるという
のである。適格資産に当てはまるものとして以下が示されている42。
　一　自分自身で使用するために自ら製造されるか，第三者から（von　Dritten）の注文で製造され
　　　たかのどちらかの財産対象物。ただし，製作進行（Herstellungsfortschritt）に従って支払（分
　　　割払い）した場合に限る。
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　一　販売対象物もしくはリース対象（Leasingobjekte）として個別製造（直接プロジェクト）で製
　　　作された財産対象物（例えぽ船舶もしくは建物）。
　－　SFAS第58号第5パラグラフによれば特定の前提下で自己資産投下（Eigenkapitaleinlagen），
　　　借入金（Darlehen）もしくはある企業（出資者（Investor））が自己資本（equity）に算入さ
　　　れた企業（被投資企業（Investee））に提供する前払金（Vorauszahlungen）も適格資産とし
　　　て当てぽまる。
　算入度外視の可能なものとして，SFAS第34号第8パラグラフに従って，積極側計上および後の
償還（spateren　Amortisierung）と結び付けられた，企業資金（Unternehrnensressourcen）および
企業収益に関する情報利益（Informationsgewinn）カミこの情報の供給と結び付けられた追加的な原
価を正当化しない場合が示されている。というのも，KUting・Harthによれぽ，　SFAS第42号におい
て，他人資本コストの計上は当年のみならず翌年の成果へ積極側計上の影響が重要でない場合に断念
可能であるにすぎないからである。このため，一般的には定期的に大量製造された棚卸資産の場合，
他人資本コストの計上は断念されなけれぽならないと位置付けられているのである。
　算入度外視に対して，算入義務を負う金融費用に関してはSFAS第34号の規定に基づいて検討さ
れている。計上義務を負う金融費用は，SFAS第34号第12パラグラフに基づいて，適格資産の取得
ないしはその製作を断念する際に理論的に回避されたとみなされる原価を含まなければならないと意
味付けられている。この規定内容からKUting・Harthが導き出しているのは次の2点である。「第一
に他人資本の受入と適格資産に関する支出との間に直接的な因果関係がないにせよ，一定の（einen
gewissen）金融費用を要求するのである。第二に，積極側計上義務を負う金融費用の規定
（Umschreibung）が次のことを示唆している。すなわち，本来的な他人資本利子のほかに財務付帯
費用（Finanzierungsnebenkosten）もまた計上義務を負う構成要素に含まれるのである。」43。計上
義務を負う金融費用に関する検討に際して，次の細分化が必要とされている。すなわち，原則的に用
途の決まっている他人資本と用途の決まっていない他人資本（zweckgebundenes　und　nicht－zweck－
gebundenes　Fremdkapital）である。
　KUting・Harthによれば，用途の決まっていない他人資本受入の際に金融費用の計上されるべき部
分が，製造物のように（als　Produkt）財産対象物のために発生した費用および平均的な資本化率
（Kapitalisierungszinssatz）（〃（Capitalization　Rate））から生じる。その際，当該費用はその発生時
点に対応して数値が決定されなけれぽならないと示されている。基礎となるべき資本化率は当該期間
中に発生して用途の決まっていない金融費用の加重（gewogen）平均として形成されると述べてい
る。その際，適用されるものとして以下の顧慮が挙げられている。すなわち，加重資本化率算定に理
論上回避可能であったとみなされる金融費用のみを入れてもよいということである。ただし，適格資
産の取得（Erweb）ないしは製作に関連する支出が発生しない場合に限定されている。他人資本受
入と適格資産との間に直接的な関係が欠けているという制約を踏まえて，SFAS第34号第14パラグ
ラフに従えぽ，資本化率へ入り込んだ金融費用の選択が次のように実施されなけれぽならないと位置
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付けられている。すなわち，金融費用が当該状況に最も適当に計算されるような実施である。ここ
で，KUting・Harthは裁量の余地に関して言及している。すなわち，金融費用を選択する際に必然的
に生じる裁量の余地は，SFAS第34号第14パラグラフに従えぽ，他人資本コストの積極側計上が完
全に放棄されるという趣旨で行使されてはならないというのである。
　他方，特定の財産対象物のために用途の決まっている他人資本受入に関する検討をみていくことに
する。この検討によれぽ，用途の決まっている他人資本受入に際してSFAS第34号第13パラグラフ
に従うとき，実際に積極側計上期間中（資本化期間（Capitalization　Period））に発生した金融費用は
積極側計上されなけれぽならない。ある期間中に積極側計上された金融費用は原則的に当該期間に発
生した金融費用の総額を上回ってはならないと示されている。
　KUting・Harthによれぽ，　SFAS第34号第17パラグラフに基づくとき，この積極側計上期間の開始
される時点は次の場合である。すなわち，財産対象物に関する費用が生じたとき，財産対象物の取得
もしくは製作と関連する不可欠な準備処理（notwendige　vorbereitende　MaBnahmen）が整えられた
とき，金融費用が発生したときである。積極側計上期間が終わるのは，財産対象物が「実質的に完成
し，さらにその計画的な使用のために用意をする」ca時点と述べられている。この文言の目的として，
次の回避が示されている。すなわち，運転開始（Inbetriebnahme）もしくは使用開始（Erstnut－
zung）の意図的な延期によって積極側計上期間が延長され，それによって財産対象物の過大評価に
到ることである。取得事象ないしは製作事象の途中で著しい遅延もしくは中断が起きるならぽ，積極
側計上は中止されなけれぽならないと位置付けられている。
　KUting　・　Harthは評価の際にUS－GAAPを遵守する10企業に関して検討し，他人資本利子を製作原
価に算入していない企業の存在を指摘している。しかし，それが製作原価への算入が認定される金融
費用が発生したのか，それとも原則的に計上義務を負う金融費用が規定に反してまたは重要な理由か
ら積極側計上されなかったのか当該規定からは理解不能であることを明らかにしている。
（2）IAS
　KUting・Harthによれぽ，金融費用に関する処理はIAS第23号において規定されている。　IASでは
金融費用（借入費用）に関する積極側計上義務を規定していない。標準処理に従えぽ，原則的に全て
の金融費用が期間費用として処理されなけれぽならないことが示されている。しかし，認められる代
替処理における次の特定の条件下での積極側計上選択権の容認が明らかにされている。すなわち，適
格資産が問題である場合および金融費用が製作原価に直接的に割当計算可能な場合である。その上，
金融費用は確実に算定可能で，さらに製作期間に関係付けられなければならない。
　次の財産対象物が適格資産とみなされるのはUS－GAAPと同様と述べられている。すなわち，財
産対象物の使用能力もしくは販売能力がより長い取得期間もしくは製作期間によって初めて与えられ
る場合である。US－GAAPとは異なることとして，金融固定資産の財産対象物が適格資産に含まれな
いことが挙げられている。
　IAS第23号パラグラフ4に従うとき，積極側計上できる金融費用はさらに他人資本受入と結び付
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けられる全ての費用も含むことが示されている。借入費用および例45に従えぽ，他人金融費用の積極
側計上可能な構成要素に関してIASとUS・GAAPの間に相違がないときに限り，他人資本調達コス
トも算入可能な他人資本コストに含まれると指摘されている。なお，これに対して商法関連の文献で
は他人資本調達コストの積極側計上が部分的に否定されていることが明らかにされている。
　金融費用に積極側計上されるべき割当額の高さに関しては，IASとUS－GAAPの間に相違がない
と述べられている。KOting・Harthによれば，　IAS第23号パラグラフ13に基づくとき適格資産の取得
ないしは製作がなけれぽ回避されていた他人資本コストの部分が計上されなけれぽならない。これの
算定のために，US－GAAPの場合と同様に，用途の決まっている他人金融（特別な借入金）と用途の
決まっていないそれ（一般的な借入金）との細分の必要性が示されている。このとき，他人資本受入
が適格資産の取得もしくは製作との関連のみに存在するのであれぽ，金融費用は積極側計上されなけ
れぽならないとされている。これに対して用途の決まっていない場合は，適格資産の取得原価および
製作原価の平均した累計額（die　durchschnittlich　kumulierten　Anschaffungs－　und　Herstellungskosten
des　Qualifying　Asset）に基づく金融費用比率（Finanzierungskostensatzes）（資本化率）の適用か
ら計上義務を負う金融費用が明らかになることが示されている。
　この金融費用比率算定の手法として，当該期間に発生した用途の決まっていない金融費用の加重平
均の形成が挙げられている。ここで，用途の決まっていない金融費用受入と適格資産との間に直接的
な因果関係がないため，その決定は貸借対照表作成者に任される点に言及されている。金融費用の積
極側計上の取得ないしは製作に関する期間限定はUS－GAAPと一致すると述べられている。
　なお，分析された年度決算書を基礎とする貸借対照表計上実務において認められる代替処理の適用
に関しては，最終的言明が不可能であるとしながらも，Bayerを除いてこの調査に含まれる全ての企
業が製作期間に配分された利子費用の積極側計上を断念していたことが示されている。
5．研究費および開発費（Forschungs－und　Entwicklungskosten）
　問題点として次に挙げられているのは，研究費および開発費である46。Kttting　・　Harthはこの貸借
対照表上の処理の問題を，区別して規定されているものとして，IAS第38号およびSFAS第2号を
挙げている。この規定においては研究費と開発費は区別されている。ここで，研究概念とは新しい製
品およびプロセスを開発する際に利用される新しい知識の，または現存の製品およびプロセスを改良
する際に利用されるそれの計画的な追求と意味付けられている。開発概念とは，新しい製品およびプ
ロセスの創造，または現存の製品およびプロセスの著しい改良に関する計画もしくは設計への研究成
果もしくは他の知識の転用（Transfer）と意味付けられている。
　しかしながら，KUting・Harthによれぽ，実務における研究と開発の厳密な概念区分は極めて稀で
ある。この区分問題に基づけぽ，貸借対照表作成者にとって研究支出もしくは開発支出がどの程度ま
で問題になるかという裁量の余地の発生が言及されている。この区別は，様々な貸借対照表計上結果
が当該関係に結びつくという理由で，IAS第38号の適用に際して意義があると述べられている。そ
一　420一
れに対して，SFAS第2号第12パラグラフに従えぽ，研究費も開発費も期間費用として処理される
と示されている。但し，US－GAAPによれぽ，この研究および開発と性格が似ているが，しかし継続
する生産と関係する活動が製作原価への算入義務を負う製造間接費として扱われる点に注意を促して
いる。この活動として目下製造している製品の再開発もしくは修正が例示されている。
　これとは対照的にms第38号パラグラフ42に従えぽ，研究費に関してのみ即時費用配分計算
（sofortige　Aufwandsverrechnung）の義務の存在が明示されている。他方，開発費のこのような一
般的な義務は否定されているのである。IAS第38号パラグラフ45に挙げられている前提が証明可能
であれぽ，開発活動に結び付けられる全てのより広範囲の費用が無形資産として積極側計上される場
合に限り，その将来的な損益貢献額は具体化したもの（konkretisiert）とみなされることが示されて
いる。
　また，積極側計上された開発費がどの程度後発の（spaterer）製品の製作原価に算入可能であるの
か，この点はIAS第38号では詳細に規定されていない。ここでKUting・Harthは，積極側計上され
た開発費の減価償却費が製作原価の一部とみなされなけれぽならないと述べている。開発費が新製品
開発の前提を示しているので，この開発費発生は新製品との関係が存在すると理由付けられている。
この結果，この減価償却費は実質的固定資産の価値費消に似せて，その持分に応じて（anteilig）割
当計算されなけれぽならない（zurechnen）と結論付けられている。
　IAS第38号パラグラフ60に従えぽ，積極側計上された開発費と関係のある後発の再開発費は，そ
れが独自の信頼できる決定可能な将来の経済的効用（eigenstandigen，　zuverlassig　bestimmbaren
zUkUnftigen　wirtschaftlichen　Nutzen）を引き起こすのでないならぽ，費用として配分計算されなけ
れぽならない点が示されている。費用として取り扱われるべき再開発費がどの程度まで製造された財
産価値の製作原価に算入されえるのか，これは製造共通費が問題となるのかに左右されることが述べ
られている。
　分析された年度決算書の場合，開発費が積極側計上されていないことが明らかにされている。その
理由として，市場の成熟ないしは開設（Marktreife　bzw．－einfUhrung）までに生じるリスクに基づけ
ぽ，対応する積極側計上の前提条件が満たされていないとみなされていることが示されている。
6．保管費（Lagerkosten）
　製作原価の構成要素に関して，次には保管費（保管費（Storage　Costs））が検討されている47。そ
の検討によれば，保管費は製作原価に算入できない。その理由として，保管費が製作プロセスの枠組
みで発生するのでなく，製作プロセスの後に保管されるか，それとも，財産対象物がその場所および
状況に到るために役立っていないのでそのプロセスに関係付けられないことが挙げられている。しか
し，製作原価に含まれる保管費の存在が言及されている。すなわち，製作の前もしくは途中で発生し
た保管費（中間保管（Zwischenlager）），（再）加工前の原材料もしくは非製造製品に関して発生した
保管費および製作と一体をなす（integral）構i成要素としての保管費である。
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7．無効費用
　KUting　・　Harthによれぽ，無効費用に関しては先述したように経営設備のわずかな設備能力利用率
もしくは休止による原価は製作原価に算入されてはならない48。
8．過大評価費用（Oberh6hte　Kosten）
　不良品または誤った作業の膨大な数によって（durch　ungewδhnlich　hohe　Mengen　an　AusschuB
oder　Fehlarbeiten）生じる費用は，他の過大製造費用（andere　Uberh6hte　Fertigungskosten）がそ
うでないのと同様に，製作原価の構成要素ではないことが示されている49。この規定はIAS，　US－
GAAPおよび商法典に従う場合，適用されると述べられている。
9．販売費（Vertriebskosten）
　製作原価の構成要素に関する最後の問題点として，KUting・Harthは販売費が生産プロセスに直接
的に結びつかないとみなされている点から，これをIASに従ってもUS－GAAPに従っても製作原価
に含めず，期間費用として表示されなけれぽならないことを明らかにしている50。
V［IASおよびUS－GAAPに基づく全部原価と商法典に基づくそれとの相違
　以上の検討を踏まえてKtiting・Harthは次の点を明らかにしている51。すなわち，　IASおよびUS－
GAAPに従うとき義務付けられる生産関連的全部原価計上が，可能な商法上の全部原価計上と比較
されるならぽ，算入義務を負うないしは算入可能である原価の範疇は合致しないと確定されることで
ある。その中で最も著しい差異は一般管理費ならびに社会領域の費用の異なった貸借対照表上の処理
の結果であり，その他に製作原価への開発費算入問題および他人資本コスト処理に関する規定の相違
が挙げられている。この検討結果に関して，以下のように結論付けられている52。
　一般管理費に関して，IASおよびUS－GAAPに従えぽ生産領域に配分される部分は積極側計上義
務を負い，非生産関連的な部分は費用として把握されなけれぽならないと指摘されている。これに対
して商法規定に従えぽ経営上の機能領域に基づく差別化が規定されていないので，商法上の計上価額
は一層包括的であると示されている。一般管理費に関するこの相違は，非生産関連的な部分に相当す
る。かかる相違は社会領域の費用にも当てはまることが述べられている。
　開発費の製作原価算入に関しては，IASにおいてはこれが開発給付に算入される財産対象物の製
作原価の一部として認識されるのに対して，商法上は新規開発（Neuentwicklung）の費用に関して
は算入禁止となり，既製品の再開発の費用は（製造）共通費に割当計算されることが示されている。
　次に取り上げられている相違は，他人資本コストの処理に関する問題である。商法典第255条第3
項第2文によれぽ，他人資本コストはこれを積極側計上できる。ただし，第一に当該他人資本が「評
価されるべき対象物の製作に用いられた」場合，そして第二に他人資本利子を「製作期間に配分する」
場合であると位置付けられている53。IASおよびUS・GAAPは他人資本利子に関する前提条件として
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適格資産を要求しており，このため製作原価における他人資本利子算入の可能性が一層制限されるこ
とを強調している。
　以上の個々の問題点を踏まえて，KUting・Harthはさらに次の顧慮に言及している。すなわち，
「特定された財産対象物の製作原価の絶対額（absolute　Hδhe）に関する言明は様々な計算数値を的確
にとらえられる。ただし，これは製作原価に影響する貸借対照表計上および評価という事態（Bilan－
zierungs－und　Bewertungssachverhalten）の全ての場合と一致した処理方法というものが仮定され
る場合に限られる」のである。さらに，「個々の貸借対照表および評価の規定が相互に異なρている
ならぽ，計上されるべき製作原価の絶対額に関する判断はその時々の場合においてのみ実施できるに
すぎない」いう位置付けを主張しているのであるSC。
vr結び
　以上のKUting・Harthが示した，　IASおよびUS－GAAPとドイツ商法典との製作原価に関する規
定の相違を明らかにするという論理は次の視点からみることができる。すなわち，コソツェルンが年
度決算書を作成する際，製作原価算定に関して問題になるのはその算定されるべき製作原価概念規定
なのである。というのも，ドイツ商法典第255条第2項において共通費算入選択権があるにしろ，製
作原価の概念規定が明確に記されているにもかかわらず，資本調達容易化法により，この概念そのも
のではなくこれを使用対象とする年度決算書規定の変更が可能になったのである。年度決算書が商法
典に基づいて作成されているのであれぽ，そこで用いられている製作原価概念は一たとえ共通費算
入選択権により単一のものでないにしても　　商法典第255条第2項に基づいた概念規定が遵守され
ている。しかし，1998年4月24日に施行された商法典第292a条は次の作用をもたらした。「ドイツ
の上場企業は，ドイツ商法典第292a条にしたがって，商法典にもとついたコンツェルン決算書およ
びコンツェルソ状況報告書の作成と公表に関する義務を免除されることになった。ただし，それは，
これら親企業が国際的に承認されている会計原則にしたがって，商法典にもとついたコソツェルン決
算書およびコンツェルソ状況報告書に相当するr等価の』（gleichwertig）決算書を開示している場
合に限られる。」55。ここで記されている商法典に基づくコソツェルン決算書およびコンツェルン状
況報告書に相当する等価の決算書とは，「米国の会計原則および国際会計基準の適用が，ドイツにお
いても，認められることになろう」と，その方向性が明らかにされているのである56。
　以上から明らかなように，KUting・Harthの論理は，資本調達容易化法という制度の動きを背景と
して，コンツェルン決算書を規定する基準に複数の可能性を持たせることにより，製作原価概念を規
定する商法典そのものを変えることなくこの概念に変化をもたらし，製作原価概念の多様化およびそ
の概念と概念の間に相違が存在することを明確にしたところにその意義が見出せる。さらにいえぽ，
この製作原価規定の多様化により，貸借対照表作成者が商法典における共通費算入選択権とは異なる
裁量の余地を持つことになるという新たな議論展開の必要性が明らかにされたといえるのである。
　上述の製作原価概念の多様化論から，原価計算用語としての製作原価は常に必ず同一の概念を意味
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するとは限らない57ことが明らかになる。すなわち，製作原価概念が決まっているのではなく，製作
原価にその適用する規定に即した概念が付与されるのである。
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　　入されるべきである。ただし，製造との関係付けが明白とされる，従ってまた棚卸資産（製品原価）の一部を
　　構成するという費用（expenses）の一部は別である」と規定されている。
30Ebd．，　S．2394－2395．
31商法典第255条第2項第4文。千葉修身著，『現代ドイツ原価計算制度論』，8ページより引用した。
32KUting・Harth，　a．a．0．，　S．2394（VgL　Risse，　Intemational　Accounting　StandardS　fitr　den　dentschen　Konzer－
　　nabschluts，1996，　S．124．）．
33Ebd．，　S．2394．ここで挙げられている20社のコソツェルソ決算書は次のものである。　adidas　Salomon株式会
　　社（Aktiengesellschaft；以下AGと記す），BASF　AG，　Bayer　AG，　Daimler　Chrysler　AG，　Degussa　AG，
　　Deutsche　Lufthansa　AG，　Deutsche　Telekom　AG，　Dyckerhoff　AG，　Fresenius　Medical　Care　AG，　Heidelberger
　　Zement　AG，　Henkel株式合資会社，　Hoechst　AG，　Merck株式合資会社，　RWE　AG，　SAP　AG，　Schering　AG，
　　Schwarz　Pharma　AG，　SGL　Carbon　AG，　Tarkett　Sommer　AG，　Veba　AG．
34Ebd．，　S．2395．
35Ebd．，　S．2395．
36Ebd．，　S．2395（VgL　Jacobs，　in：Baetge　u．a．（Hrsg．），Rechnungslegzcng　nach　lntemetional　Accounting　Standerds
　　（IAS），1997，　IAS　2，　Tz．31．）．
37Ebd．，　S．2395（Knop1KUting，　in：KUting／Weber（Hrsg．），Handbuch　der　Rechnungslegnng，4．　Aufl　1995，§255
　　HGB　Rn，396．）．
38Ebd，，　S．2395（Adler1Diiring／Schmaltz，　Rechnungslegung　und　Pnifung　der　Unternehmen，6．　Aufi．1995，§255
　　HGB，　Tz．153．）．
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39Ebd．，　S．2395（Vg1．　Schtidel，　in：Schadel／Langer／Gotterbarm（Hrsg．），MineratOlsteuergesete，　MineralδISteuer－
　verordnung，5．　Au且．1992在，§3　MinδStG，　Rz．8ff．）．
40Ebd．，S．2395－2397，
41Ebd．，　S．2396．この‘‘Qualifying　Assets”セこ関してはInternational　Accounting　Standards　Committee，　Com－
　Parabilityげ加侃磁1εの∫θ〃zθ鳩，　Revised　Jntemational・Accounting　Stantlartis　1993（『国際会計基準，財務諸
　表の比較可能性，改定国際会計基準（1993年）』，日本公認会計士協会国際委員会訳）377ページによると「適
　格資産」という訳がつけられている。しかし，その意味を考慮して「認定資産」と訳すことも可能と思われる。
42Ebd．，　S．2396．
43Ebd．，　S．2396．
44Ebd．，　S．2396（Vg1．　SFAS　34．58．）．
45Ebd．，　S．2397．　IAS第23号パラグラフ5に模範例が挙げられている。
46Ebd．，　S．2397－2398．なお，　IAS第38号に関しては以下の文献を参照した。
　　・International　Accounting　Standards　Committee，加纏8砺θ・4ss薦（『国際会計基準，無形資産，1998年』日
　本公認会計士協会国際委員会訳）．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
47Ebd．，　S．2398．
48Ebd．，　S．2398．
49Ebd．，　S．2398－2399．
50Ebd．，　S．2399．
51Ebd．，　S．2399．
52Ebd．，　S．2399．
53Ebd．，　S．2399（Adler／DUring／Schmaltz，　a．a．0．，§255　HGB，　Tz．202．）．
54Ebd．，　S．2399．
55鈴木義夫著，『ドイツ会計制度改革論』，24－25ページ。
56同上書，28ページ。
57同上書，第1章を参照した。
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